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第１章 総則 

 

（目的）  

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号。以下「個人情報保

護法」という。）及び「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）の規定に基づき、科学技術・学術政策研究

所における保有個人情報等の適切な管理のために必要な事項を定め、もって個人情報の適正な取扱

いの確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 ～第４４条 （略） 

 

（行政機関等匿名加工情報等の提供） 

第４４条の２ 職員は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために行政機関等匿名加工

情報及び削除情報（保有個人情報に該当するものに限る。）を提供してはならない。 

２ 個人情報保護管理者は、行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者（以下この条

及び第４９条の２第３項において「契約相手方」という。）から当該契約相手方が講じた行政機関

等匿名加工情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれがある旨の報告を受けたときは、直ちに、当該

事案の内容、経緯、被害状況等を総括個人情報保護管理者に報告するものとする。 

３ 個人情報保護管理者は、前項の規定に基づく報告を受けたときは、当該契約相手方が是正のため

に講じた措置を確認するものとする。 

 

（特定個人情報等の提供制限） 

第４５条 職員は、番号法で限定的に明記された場合を除き、特定個人情報等を提供してはならない。） 

 

（保有個人情報等の取扱いに係る業務の委託） 

第４６条 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、個人情報の適切な管理を

行う能力を有しない者を選定することがないよう、必要な措置を講ずるものとする。また、契約書
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に、次に掲げる事項を明記するとともに、委託先における責任者及び業務従事者の管理体制及び実

施体制、個人情報の管理の状況についての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認す

るものとする。 

 一 個人情報に関する秘密保持、利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義務 

 二 再委託の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項 

 三 個人情報の複製等の制限に関する事項 

 四 個人情報の安全管理措置に関する事項 

五 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 

 六 委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項 

 七 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項 

 八 契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における委託された個人情

報の取扱状況を把握するための監査等に関する事項（再委託先の監査等に関する事項を含む。） 

２ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、漏えい等による被害発生のリス

クを低減する観点から、委託する業務の内容、保有個人情報等の秘匿性等その内容などを考慮し、

必要に応じ、特定の個人を識別することができる記載の全部又は一部を削除し、又は別の記号等に

置き換える等の措置を講ずるものとする。 

３ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、取扱いを委託する個人情報の範

囲は、委託する業務内容に照らして必要最小限でなければならない。 

４ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、委託する業務に係る保有個人情

報等の秘匿性等その内容及びその量等に応じて、作業の管理体制及び実施体制並びに個人情報の管

理の状況について、少なくとも年一回以上、原則として実地検査により確認するものとする。 

５ 委託先において、保有個人情報等の取扱いに係る業務が再委託される場合には、委託先に第１項

の措置を講じさせるとともに、再委託される業務に係る保有個人情報等の秘匿性等その内容に応じ

て、委託先を通じて又は委託元自らが前項の措置を実施する。保有個人情報等の取扱いに係る業務

について再委託先が再々委託を行う場合以降も同様とする。 

６ 保有個人情報等が記録されている媒体又は情報システム等の廃棄を外部に委託する場合には、

第一項に定めるもののほか、当該記録媒体等に記録された情報が復元又は判読できない方法を用

いることを定めて契約しなければならない。 

７ 保有個人情報等の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働派遣契約書に

秘密保持業務等個人情報の適正な取扱いに関する事項を明記するものとする。 

８ 個人情報保護管理者は、前項の派遣労働者に保有個人情報等の取扱いに係る業務を行わせる場合

は、当該派遣労働者に関係法令及び本規則等を遵守させるための指導及び監督を行うものとする。 

 

（行政機関等匿名加工情報等の作成又は取扱いに係る業務の委託） 

第４６条の２ 行政機関等匿名加工情報の作成に係る業務又は行政機関等匿名加工情報等の取扱いに

係る業務を外部に委託する場合には、行政機関非識別加工情報等の適切な管理を行う能力を有しな

い者を選定することがないよう、必要な措置を講ずるものとする。また、契約書に、次に掲げる事

項を明記するとともに、委託先における責任者及び業務従事者の管理及び実施体制、行政機関等匿
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名加工情報等の管理の状況についての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認するも

のとする。 

 一 行政機関等匿名加工情報等に関する秘密保持、利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義

務 

 二 再委託の制限又は事前承認等再委託に係る条件に関する事項 

 三 行政機関等匿名加工情報等の複製等の制限に関する事項 

 四 行政機関等匿名加工情報等の安全管理措置に関する事項 

五 行政機関等匿名加工情報等の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 

 六 委託終了時における行政機関等匿名加工情報等の消去及び媒体の返却に関する事項 

 七 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任その他必要な事項 

八 契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における委託された行政機

関等匿名加工情報等の取扱状況を把握するための監査等に関する事項（再委託先の監査等に関す

る事項を含む。） 

２ 行政機関等匿名加工情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、取扱いを委託する個

人情報の範囲は、委託する業務内容に照らして必要最小限でなければならない。 

３ 行政機関等匿名加工情報等の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には、委託する行政機関等

匿名加工情報等の秘匿性等その内容に応じて、委託先における行政機関等匿名加工情報等の管理の

状況について、年１回以上の定期的検査等により確認を行うものとする。 

４ 委託先において、行政機関等匿名加工情報の作成に係る業務又は行政機関等匿名加工情報等の取

扱いに係る業務が再委託される場合には、委託先に第１項の措置を講じさせるとともに、再委託さ

れる業務に係る行政機関等匿名加工情報等の秘匿性等その内容に応じて、委託先を通じて又は委託

元自らが前項の措置を実施するものとする。 

５ 行政機関等匿名加工情報等が記録されている媒体又は情報システム等の廃棄を外部に委託する場

合には、委託先に第１項及び第２６条に定めるもののほか、当該記録媒体等に記録された情報が復

元又は判読できない方法を用いることを定めて契約しなければならない。 

６ 行政機関等匿名加工情報の作成に係る業務又は行政機関等匿名加工情報の取扱いに係る業務を派

遣労働者によって行わせる場合には、労働者派遣契約書に秘密保持義務等行政機関等匿名加工情報

等の適正な取扱いに関する事項を明記するものとする。 

６ 個人情報保護管理者は、前項の派遣労働者に行政機関等匿名加工情報の作成に係る業務又は行政

機関等匿名加工情報等の取扱いに係る業務を行わせる場合は、当該派遣労働者に関係法令及び本規

則等を遵守させるための指導及び監督を行うものとする。 

 

 

第４７条～第５３条 （略） 

 

 

付  則 （略） 
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